
地域脱炭素の更なる展開に向けて

「まつえゼロカーボンサミット２０２５」

政策研究大学院大学
竹ケ原　啓介



2

億トン
（CO2換算） ％

12.75 

13.81 13.59 
13.94 

13.21 

12.49 
13.02 

13.53 
13.96 14.08 

13.59 
13.20 13.02 12.89 

12.45 
12.10 

11.47 11.70 
11.32 

10.82 

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

10.00

11.00

12.00

13.00

14.00

15.00

1990 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
▲ 8

▲ 6

▲ 4

▲ 2

0

2

4

6

8

GHG排出量 対前年増減率（右目盛）
（出所）国立環境研「日本の温室効果ガス排出量データ」https://www.nies.go.jp/gio/aboutghg/index.html#e

日本の2022年度GHG総排出量（確報値）は11億3500万トンと、コロナ禍から回復に伴い増加した前年か
ら2.5%の減少。2013年比では19.3%減と過去最低水準となった。2023年度（暫定データ）も同様の傾向。

2050年CNのインパクト



不確実性の時代とシナリオプラニング
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(出所）キリンホールディングスホームページhttps://wb.kirinholdings.com/about/scenario/



第7次エネルギー基本計画（2025年2月18日閣議決定）

4

• 再生可能エネルギーの主力電力化を徹底
• 地域との共生と国民負担の抑制を図りながら最大限の導入を促す
• 国産再生可能エネルギーの普及拡大を図り、技術自給率の向上を図る～

（出所）資源エネルギー庁https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/



5

脱炭素ドミノに向けた流れ

（出所）環境省「脱炭素先行地域づくりガイドブック（第3版）



脱炭素先行地域
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2050年カーボンニュートラルに向けて、民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費
に伴うCO2排出の実質ゼロ（脱炭素化）と地域課題の解決の同時達成を目指す、「実行の脱炭素
ドミノ」のモデル。
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地域における展開と期待される効果

（出所）(株)価値総合研究所「地域経済循環分析の手法と実践」



キーワードは「リスクと機会」
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－ 環境負荷等の低減

環境価値の創造

＝社会や顧客の環境負荷低減

＝自社の環境負荷低減
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（出所）吉田全男「環境格付の視点」
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脱炭素先行地域フォローアップ（令和5年度）より
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金融の活用

内発性と合意形成

• 中山間地域への耕作放棄地や資産価値のない山林の活用と乱開発リスクの
マネジメント（交流人口や移住・定住政策との調整）

• 地域の共有財産が地域資源として活用されるモデルの創出（価値創造）

地域脱炭素のポテンシャル発揮に向けた論点

• 「取れていたはずの合意が・・・」を回避するコミュニケーション

• 資金調達をボトルネック化させない座組
• 投資計画としての熟度改善
• スキームの磨き上げ（PPAモデルと高齢化のバランス等）

行動変容の促進

• 「行動変容の促進」を具体化するための設計

地域内外の連携のあり方



　　　　本日はよろしくお願いいたします
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